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政策提言書

産 業 建 設 委 員 会

政策提言（概要）

飛騨高山の歴史文化を

通じて人と共にあった

財産の一つである「木」

を再評価した施策の

展開

「木」は飛騨高山の魅力や価値創造を支えてきた数ある貴重な

財産の一つである。木と共に歩んできた高山市ならではのまちづ

くりを進めるため、「木」を重要な検討軸の一つとして再評価し、

横串を通した施策の展開を提言する。

（１）「木」をまちづくりにおける重要な検討軸の一つとしての位置付け

（２）各施策の検討段階における「木」との関連性の強化

（３）「木」を軸とした一貫した施策の展開の多分野への展開

（４）「木」に関する各施策を通じた市民への周知・意識の醸成

項 目 内 容

背 景

飛騨高山を支えてきた財産の一つである「木」

 高山市は古来より木と共に歩み、その技と心を１３００年以上にわた

り継承してきた歴史文化都市である。多岐にわたる匠の技が融合した

高山祭の屋台は、本市の木工文化を象徴する宝であり、平成２８年に

はその背景を踏まえ、「飛騨匠（ひだのたくみ）の技・こころ ― 木

とともに、今に引き継ぐ１３００年 ―」として日本遺産に認定され

た。これは、本市の木に関する文化的価値が国家的に高く評価された

証左である。

 高山市産業連関表分析結果から産業面では、日本の五大家具産地の一

角を占め、１９２０年代に端を発する当地の家具産業は、豊富な森林

資源を基盤とし、高品質家具製造の伝統を確立してきた。特に高級家

具製造において、国内外で卓越した評価を獲得し、当地が誇る域外市

場産業として重要な役割を果たしている。

 日本一広大な市域を有する高山市は、その９２%を森林が占める。こ

の広大な森林は、飛騨の匠の技術を育む源泉であり、現代の木工産業

の礎となっているだけでなく、生物多様性の保全や水源涵養、炭素吸

収など、多面的な機能を有している。令和５年１１月には環境省によ

り岐阜県内初の脱炭素先行地域に選定され、この豊かな自然資源を活

かした気候危機対策の先進的取り組みが期待されている。

 このように、高山市は歴史文化、産業、そして自然環境のあらゆる側

面で木と密接に結びついた「木都」である。

 令和２年、当市ならではの魅力発信を目的とした飛騨高山ブランド戦略が

策定された。当市の魅力・価値を構成する要素を以下の５つにまとめ、より

分かりやすく表現するため、４つのキーワードに置き換えて表現されてい

る。
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背 景

飛騨高山の魅力・価値

 自然豊かなまち ・・・「自然・環境」

 歴史と文化のあるまち ・・・「歴史・文化」

 美味しい食があるまち ・・・「食」

 人情・おもてなしがあるまち ・・・「おもてなし」

 本格的・本物感のあるまち ・・・「地場産業」

飛騨高山の魅力・価値を表現するキーワード

「伝統」、「癒し」、「人情」、「匠」

 これらは、先人たちによって培われてきた飛騨高山の有形無形の財産

に通底するものであり、これまで当地のまちづくりにおいて大切にさ

れてきたキーワードである。

 「木」は上記のキーワードを支えてきた多くの貴重な財産の一つであ

る。近年、ウッドショックを契機とした国産材活用の機運の高まり、

ＳＤＧｓや脱炭素社会における木材の炭素固定機能への注目、更には

インバウンド観光振興による木造伝統文化財の保護から活用への転換な

ど、「木」の利活用に対する重要性が増すものと期待されている。

目 的

横串を通した施策の展開によって期待される効果

 明確な検討軸で横串を通した施策の展開により以下の効果が期待さ

れる。一貫した施策の展開により、木を軸とした当地の財産である歴

史文化・経済・自然資本が調和し、伝統と革新が共存する持続可能な

まちづくりの実現が期待される。；

 限られた資源の効率的かつ効果的な配分

 アウターブランディングの強化

 インナーブランディングの醸成

限られた資源の効率的かつ効果的な配分

 高山市の産業振興計画では、域外市場産業の成長促進に加え、市

外からのより多くの資金や人材の獲得、地域の人への投資や市内

産業間・企業間の連関強化による市内経済への波及・循環が促進

された「経済の好循環」をあるべき姿として掲げている。

これは、地場産業が外貨を獲得し、地域内でヒト・モノ・カネ・

情報等が循環することで、持続可能な経済構造を構築することを

目指すものと理解する。

 既存事業者の新たな収益機会の創出や、域外からの事業誘致・連

携強化を進めるには、地域の持つ可能性を的確に把握し、戦略的

にヒト・モノ・カネ・情報が集まる環境を整備する必要がある。

 一方で、今後は人口減少に伴う労働力不足の深刻化や社会福祉費

の増加による財政負担の拡大が懸念される。持続可能なまちづく

りを進めるには、限られた資源（ヒト・モノ・カネ等）を「選択

と納得」の方針に基づき地域の合意形成を図りつつも効果的に配分

することが必要であると考える。
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目 的

アウターブランディングの強化

 地域外からのヒト・モノ・カネ・情報の誘引を効果的に図るため

には当市の特徴を分かりやすく地域外へと発信するためのアウタ

ーブランディングが必要である。

 選択と納得のもとに横串を刺した一貫した施策の展開は、当市の

魅力や価値を地域外へと分かりやすく共有し、新たな価値創造を

共にするパートナー選定においてもより明確なターゲット設定を

可能にさせる。

インナーブランディングの醸成

 一貫した施策の展開に加え、周知を目的とした市民への積極的な

情報発信は、共通の目標と価値観を提供する。これにより、市民

は自分たちのまちの方向性を理解し、その実現に向けて主体的に

参加する動機を得る。あわせて地域への理解が進むことで、市民

にまちへの誇りと愛着を育むきっかけとなる。

他都市の事例：デザイン都市（北海道旭川市）

 北海道旭川市では平成元年に「デザイン都市宣言」が発表された。こ

の宣言を契機に、旭川市は家具産業や木工技術などの地域資源を活か

しながら、デザインを軸とした創造的なまちづくりを推進しており、

以下の効果を獲得した。

 アウターブランディングの強化

 令和元年のユネスコ創造都市ネットワークへの加盟による国

際的な評価の獲得

 「旭川デザインウィーク」や「まちなかキャンパス」等のイ

ベントを通じた国内外への情報発信機会の獲得

 ユネスコ創造都市ネットワークの年次総会やサブネットワー

ク会議への参加を通じた、他デザイン都市との交流促進

 インナーブランディングの醸成

 デザイン都市への認定や地域資源を活かした取り組みによ

る、地域への誇りと愛着の醸成

 市民が主体的に参加できるイベントを通じ、地域への関与意

識が向上

 キッズデザイン授業やワークショップを通じて、デザイン教

育機会の獲得とデザインリテラシーの向上

当市の事例：「国際観光都市宣言」・「誰にもやさしいまちづくり」

 まちづくりにおいて持つべき横串機能は 1つに限らない。複数の異な

る軸をもとにしたまちづくり事例として、当市の「国際観光都市宣

言」・「誰にもやさしいまちづくり」をあげる。

 当市は昭和６１年に外国人観光客を含む多様な訪問者の受け入れ、地

域経済の活性化と国際交流の促進を目指した国際観光都市宣言を発

表した。インバウンド対策の強化のため、海外プロモーションへの強

化や多言語対応（パンフレット、案内看板、ウェブサイト）の整備を

することで、ミシュランガイドでの三つ星の獲得（平成１９年）、直

近の令和６年には４４２万人（うち外国人宿泊者数は過去最多の７６

万９７４３人）の観光客が訪問する国際観光都市としてのブランドを

確立している。
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目 的

 一方で、平成１７年に施行された「誰にもやさしいまちづくり条例」

はバリアフリー・ユニバーサルデザインを基盤に、高齢者や障がい者

を含むすべての人が安心して暮らせるまちづくりの実現を目指し、バ

リアフリー化の推進と「住みよいまちは、行きよいまち」の理念に基

づいた市民意識の醸成を行なった。市民だけでなく、訪問者にとって

もやさしいまちづくりを推進した結果、高山市独自のバリアフリー基

準が評価され、福祉観光都市としての認知度向上へと繋がった。

 これら２つの取り組みは、それぞれ異なる目的の検討軸のもとに各施

策が展開された結果、市民と訪問者双方に配慮した独自のまちづくり

モデルの形成へと繋がった事例である。

基本的方向

 本提言では、高山市が有する数多くの有形無形の財産から「木」の可能性

を再評価し、横串を通した施策の展開を提案する（具体的な４ステップは

以下の通り）。

（１）「木」をまちづくりにおける重要な検討軸の一つとしての位置付け

（２）各施策の検討段階における「木」との関連性の強化

（３）「木」を軸とした一貫した施策の展開の多分野への展開

（４）「木」に関する各施策を通じた市民への周知・意識の醸成

 先にあげた旭川市の例では、「デザイン」を軸に、文化振興・産業振興・人

材育成など多岐にわたって一貫した施策の展開が、アウターブランディン

グの強化、インナーブランディングの醸成につながることが確認された。

また、高山市が取り組んできた「国際観光都市宣言」と「誰にもやさしいま

ちづくり」によって、観光と福祉の分野においてそれぞれ異なる目的のもと

に始まった取り組みでも、市民と訪問者双方に配慮した高山市独自のまち

づくりモデル形成に繋がったことが確認された。

 本提言では新たに「木」を当市が有する数ある財産の中から横串を通す軸

として追加し、「選択と納得」のもとに持続可能なまちづくりを目指すことを

提言するものである。

 高山市が積み重ねてきた木と共に歩んできた歴史文化・産業・自然資本

はこれからのまちづくりにおいて大きな強みとなる。これまで継承してきた

歴史的背景と脱炭素先行地域との掛け合わせによる「木」を横串に通して

の一貫した施策の展開は、豊かな森林資源を活かした環境保全と経済発

展の両立を目指す取り組みとなる。当市ならではの取り組みの展開によ

り、伝統と革新が調和した持続可能なまちづくりの実現が期待される。

財政の見通し等

市では平成３１年から令和５年にかけて合計７億６，３９３万円の森林

環境譲与税が交付され、令和６年度には２億７，２１５万円が予定されて

いる。

令和５年までの森林環境譲与税対象事業として森林整備、人材の育成・

確保、普及啓発に合計７億６，４６２万円が使われてきたが、そのうち投

資的な要素（域外市場産業の成長へと繋がる使途）を含む使途としては確

認されていない。

「木」の横串機能による各施策の展開においては、各事業の検討段階に

おいて「木」との関連性を精査した上での具体化を提言するが、当該取組

に追加予算措置は必要としていない。


